
4.1	科学技術イノベーション政策関連組織等

4.1.1	 科学技術関連組織と科学技術政策立案体制

英国における科学技術イノベーションの主要所管省はビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）である。
同省は、2016年6月のEU離脱を問う国民投票で離脱派が過半数を占めたことを受け退陣したキャメロン内
閣に代わって、翌7月に発足したメイ新内閣の下で新設された。 BEISは、これまで科学技術イノベーション
を担ってきたビジネス・イノベーション・技能省（BIS）をエネルギー・気候変動省（DECC）と合併して新
たに組織された省である。BEISには閣内大臣（Secretary of State）の他、エネルギー・クリーン成長担当
といった分野別に置かれた複数の閣外大臣（Minister of State）が存在する。閣外大臣とは、閣議に参加
しない大臣を意味し、大臣の下に位置する。日本の副大臣のような位置付けである。

BEISの新設により、科学・研究・イノベーションの所管はBISからBEISに引き継がれたが、高等教育機
関の教育関係案件はBISから切り離され教育省（DfE）に移管された。これに伴い、BISの閣外大臣の一人
である大学・科学担当大臣も、大学・科学・研究・イノベーション担当大臣と名前が変更され、2020年2月
13日までBEISとDfEの2省を兼任することとなった。以降は、BEISに科学・研究・イノベーション担当大臣

（政務次官相当に降格、通称・科学大臣）、別途DfEに教育大臣を置いている。
英国の科学技術・高等教育を取り巻く主要な関係機関の再編の流れを示したのが図表Ⅳ-1である。
BEISは研究開発およびイノベーションの促進を中心的に担っており、英国研究・イノベーション機構

（UKRI）のほか、英国宇宙庁（UK Space Agency）や英国知的財産庁（UKIPO）、気象庁（Met 
Office）等、約50の組織を傘下に擁する。またBEIS内には、ライフサイエンス局（Office for Life 
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【図表IV-1】　　　英国の科学技術・高等教育関係機関の再編の流れ

出典：各種資料をもとにCRDSで作成
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Sciences）や低公害自動車局（Office for Low Emission Vehicles）など、分野に特化した組織がある。
英国では、BEISだけでなく、複数の省庁にまたがって科学技術行政が執り行われている。保健・社会福

祉省（DHSC）、国防省（MoD）、環境・食糧・農村地域省（Defra）等も科学技術関係部門や傘下に研
究所を抱えており、課題に応じて関係省庁が連携しながら対応している。

DHSCは、BEISの次に政府研究開発資金の支出元として多くを占めている。傘下にある国民保健サービス
（NHS）において、全国のNHS病院・クリニックでの国民への医療提供のみならず臨床研究も行っている。

国防科学技術研究所（Dstl）は国防や安全保障分野に関するMoDの研究・技術開発部門である。 Dstl
の傘下にある国防・セキュリティ促進機構は、革新的でハイリスク・ハイポテンシャルな研究に対する助成を
行う機関である。米国のDARPAを意識した研究開発を目指しており、その目的は防衛産業のサプライチェー
ンに中小企業やアカデミアを関与させ、斬新な思考と能力を国防研究に取り込むことにある。

首相と内閣に対し科学技術分野の助言を行っているのが政府主席科学顧問（GCSA）である。GCSAは多
様な意見や主張をエビデンスに基づき「ワン・ボイス」にまとめて首相に伝える重要な役割を担う。GCSAが
長官を務める政府科学局（GO-Science）がBEIS等各省庁の一段上に置かれており、GCSAの支援や省庁
横断のグローバル科学イノベーションフォーラム事務局としての機能を担っているほか、傘下にフォーサイト
部門等を有し、科学技術政策全般の調査・推進活動を行っている。GO-Scienceは、具体的な研究開発プロ
ジェクトの選定や資金配分は行っておらず、まさに司令塔として機能している。

各省庁には大臣に対し科学的助言を行う主席科学顧問（CSA）が設置されており、省庁連携やエビデンス
に基づいた政策検討の促進が図られるメカニズムが形成されている。 GO-Scienceは、GCSAとCSAが定期
的に開催している主席科学顧問会議（CSAC）の事務局としての役割も担う。 CSACは科学技術について省
庁横断的に話し合う場として利用されている。

政府省庁を横断する科学技術イノベーションに関係した戦略事項の助言を首相に対して行っている組織とし
て、科学技術会議（CST）がある。 CSTは共同議長2人に学術界や産業界から19名を加えた正規メンバー
21人およびオブザーバー2人により構成されている（2020年12月時点）。2人の共同議長のうち1人は
GCSAが務めている。

研究資金助成機関としては、BEISを所管省とする英国研究・イノベーション機構（UKRI）がある。
UKRIは、7つの分野別に設置され研究助成を担う研究会議、主に産業界や企業におけるイノベーション活動
を支援するInnovate UK、およびイングランド地方の大学にブロックグラント1を助成しているイングランド高
等教育資金会議（HEFCE）が単一の法人組織としてまとめられ、2018年4月に発足した英国最大の公的ファ
ンディング機関である。また、DHSCを所管省として、保健関係の研究資金助成を行う国立衛生研究機構

（NIHR）がある。
以上をまとめ、英国の科学技術政策にかかる関連組織を示したのが図表IV-2である。

1 各高等教育機関長に使途を一任された一括助成金。「コア・ファンディング」とも呼ぶ。日本の運営費交付金に相当。
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英国議会の上院・下院それぞれに科学技術委員会が設置されており、それらの委員会は、政府に対する審
問レポートを発表するなど、政府による科学技術イノベーションに関する政策を精査する活動を行っている。
また、議会の組織内情報源として、国会議員が科学技術に関する問題を効率的に調査することを支援するた
めに、議会科学技術局（POST）が設置されている。英国議会を取り巻く科学技術関連機関をまとめたのが
図表IV-3である。

UKRIの下、7つの研究会議およびInnovate UKは従来の名称で、自主性・自立性を維持しつつ予算を執
行する。また、従来イングランドの大学に資金を配分していたHEFCEは再編され、大学の研究評価やブロッ
クグラントの配分、産学連携推進の機能を分離してResearch Englandとし、これを他の研究資金助成機関
と連携して運営できるようにUKRIの傘下に組み込んでいる。

UKRIとその傘下機関の体制を示したのが図表IV-4である。

【図表IV-2】　　　英国の科学技術関連組織図（2020年12月時点）

出典：各種資料をもとにCRDSで作成

【図表IV-3】　　　議会の科学技術関係機関

出典：各種資料もとにCRDSで作成
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UKRIは9つの傘下機関から成るが、研究プログラムやプロジェクトの実施においては各機関に自由な裁量
権が委ねられており、UKRIおよびその所管省のBEISから干渉を受けないことになっている。とはいえ最近は、
分野横断型の研究プログラムなどが政府との協議のもと設置されたり、UKRIの科学研究予算の具体的な執
行に当たって、執行者であるUKRIや各機関がBEISと相談するプロセスが取られたり、といったように省庁
との話し合いで具体案件が決められる場合も少なからず存在する。

UKRIでは、9つの傘下機関の独立性や柔軟性を最大限に生かし、異分野融合や組織横断でイノベーショ
ンに繋げるファンディングにより重点を置いている。年間約74億ポンド（2020年度）に上る予算を戦略的な
アプローチに基づいて利用し、研究・イノベーションへの投資効率を最大化することが目指されている。以下
では、UKRI傘下各機関の活動について簡単に説明する。

研究会議は、英国政府の代表的なファンディング機関であり、分野別・ミッション別に7つの領域に分けて
置かれている。7つの研究会議のうち、工学・物理科学研究会議（EPSRC）、経済・社会研究会議（ESRC）、
および芸術・人文学研究会議（AHRC）の3つは研究資金の提供だけを行っている。医学研究会議（MRC）、
バイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）、自然環境研究会議（NERC）は研究資金の提供だけ
でなく、傘下に研究組織を有して自らも研究を実施している。科学技術施設会議（STFC）は、研究資金提
供に加えて研究施設の管理・運営を行っている。 UKRIから研究会議に措置される2020年度の予算は約28
億0,900万ポンドである。

Innovate UKは、主に産学連携や企業におけるイノベーション促進を支援している。近年は、研究開発経
費の提供だけでなく、傘下のカタパルト・センター（4.3.1.2で詳述）などを通じて産業界とのマッチングファ
ンドによる産学連携の加速を図っている。その役割は、英国の成長と生産性向上に役立つ分野においてイノ
ベーションを振興することにあり、そのための技術の研究開発および商業化を推進している。 UKRIから
Innovate UKに措置される予算は近年増加傾向にあり、2019年度の予算は12億5,580万ポンドとなってい
る。これは2018年度予算の8億2,900万ポンドと比べおよそ1.5倍の規模である。

【図表IV-4】　　　UKRIと傘下機関の体制

出典：UKRIの2020年度計画（研究・イノベーション予算）をもとにCRDSで作成
（科学基盤構造資本を含まず）
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Research Englandは、これまでHEFCEが担ってきた、大学の研究支援を主たる任務としている。 UKRI
からResearch Englandに措置される2020年度の予算は16億7,100万ポンドとなっている。なお英国では、
大学を含む高等教育は、地方分権政策により各地方政府によって所掌されている。そのため、ブロックグラン
ト（運営費交付金）などを高等教育機関に配分する機関は英国を構成する4地域にある高等教育資金会議

（HEFCs）であり、HEFCsは、イングランドを所管するResearch England、スコットランド財政会議（SFC）、
北アイルランド経済省（DENI）、およびウェールズ高等教育資金会議（HEFCW）の4会議から構成されて
いる。このうち、UKRIに編入されているのはResearch Englandのみに限られ、残りの3つの高等教育資
金会議は従前のまま各地方政府に属する。図表IV-5は、UKRIの9つの傘下機関が扱う領域と2020年度の
予算規模を示したものである。

英国の主要な研究開発実施機関は高等教育機関であるが、上述のとおり、一部の研究会議は傘下に研究
組織を有して自らも研究を実施している。 MRC傘下の分子生物学研究所（Laboratory of Molecular 
Biology）はその代表的な例であり、それ以外にもBBSRC傘下のジョン・イネス・センター（John Innes 
Centre）や、NERC傘下の国立海洋科学センター（National Oceanography Centre）および英国地質
調査所（British Geological Survey）などの研究所が有名である。

英国の政策立案プロセスにおける特徴的なシステムとして、インディペンデント・レビューという仕組みがあ
り、そのレビュー結果に基づいて政策の改革が推進されることが多い。このプロセスでは、政府に委託された
議長を中心とする審議会が特定の案件ごとに包括的な調査や評価を行い、提言を示すために報告書を発表する。

4.1.2	 ファンディング・システム

英国における官民合わせた2018年度の総研究開発費は371億ポンドで、世界の約3割の研究開発費を占

【図表IV-5】　　　UKRI傘下機関の活動領域と2020年度予算規模

組織名 活動領域 予算 （百万ポンド）

EPSRC 工学と物理科学 803

MRC 人の健康増進を目的とした医療とバイオ医療 637

STFC 天文学、分子物理学、宇宙科学、核物理学、および
関連する分野における研究施設の提供・運用 451

BBSRC 生物学と生物科学 351

NERC 環境と関連する諸科学 301

ESRC 社会科学 162

AHRC 芸術と人文 104

Innovate UK ビジネス主導のイノベーション 1,154

Research England 研究と知識交換を担う英国の高等教育機関への支援 1,671

出典：UKRIの2020年度計画（研究・イノベーション予算）をもとにCRDSで作成

（科学基盤構造資本を含まず）
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める米国の約11分の1、日本の3分の1程度である2。セクター別の研究費の負担割合は、産業界が51.8%、
政府が26.3%、海外が15.6%で、他の主要国（米国：5.8%、ドイツ：5.9%、日本：0.8%）と比べて相対
的に海外からの研究費の割合が高い3。他方、セクター別の研究費の使用割合では、産業界が67.6%、高等
教育機関が23.7%、政府機関が6.5%となっている。高等教育機関が使用する研究費の割合は、他の主要国

（米国：13.0%、ドイツ：17.4%、日本：12.0%）と比べて高く、英国では高等教育機関は研究開発の主要
プレーヤーの一つであることが分かる4。

2018年度の政府による研究開発投資の総額は120億ポンド（EUへの拠出金8億7,300万ポンドを除いた
額）で、このうち約4割弱（48億6,300万ポンド）が研究会議およびInnovate UKから配分され、およそ
2割（25億5,300万ポンド）が高等教育機関にブロックグラントを配分する組織、1割強（16億4,700万ポ
ンド）が国防省（MoD）、残り2割強（29億3,700万ポンド）は各担当省からそれら管轄の研究機関に配
分されている5。

UKRIの傘下にある9つの機関に配分された資金は、各機関の裁量によりその配分内訳を決定することが
できる。その背景には、研究会議の独自性を擁護した「ハルデイン原則」がある。また、各機関で配分方法
を決定する際には、様々なステークホルダーの意見を聴取する機会があり、可能な限りコンセンサスを得て透
明性を保ちながら政策を推進しようとする政府の姿勢が見られる。一連の過程では、科学的な「エクセレン
ス重視」という共通認識が確立されている。

UKRIの発足と同時に、高等教育分野全体の規制や監督を担う学生局（OfS）が誕生した。この再編に伴
い、従来のHEFCEや公正機会局（OFFA）は廃止され、それらの機能の多くは新設のOfSに移管され、
DfEの所管となった。高等教育機関への研究資金制度は、Research Englandおよび各地域のHEFCsを通
じて配分されるブロックグラントと、研究会議から提供される競争的研究資金の2つの流れがあることから、
二元支援制度「デュアル・サポート・システム」と呼ばれている。それに加え、ウェルカム・トラストや英国キャ
ンサー・リサーチなどのチャリティ団体による研究資金もある。

イングランドの高等教育機関予算の重要な部分を占めるResearch Englandからのブロックグラントの配
分額は評価制度に従い決定される。この配分は現在、2011年に新たに示されたリサーチ・エクセレンス・フ
レームワーク（Research Excellence Framework： REF）に基づいて行われている。2014年12月に最初
のREFによる評価結果が発表され、2015年度の研究交付金からこの評価が反映されている。 REFの評価項
目は、「研究成果（65%）」、「研究環境（15%）」、「研究のインパクト（20%）」の3つから成っている。「研
究のインパクト」は、研究が学術以外の「経済、社会、文化、公共政策やサービス、国民の健康、環境や
生活の質向上」に与えた影響の大きさを測定するものである。このように高等教育機関の研究の評価項目の
一つに社会的・経済的インパクトが入れられたことは、大学の研究成果をより社会に還元していくための研究
を行うインセンティブを研究者に与えることに繋がっていると考えられる6。

2 Office for National Statistics, Gross domestic expenditure on research and development, UK： 2018（2020年4月
2日公開）

3 OECD, Main Science and Technology Indicators 2019/1、英国の割合のみ2016年、他は全て2017年のデータ

4 OECD, Main Science and Technology Indicators 2019/1、データは全て2017年のもの

5 Office for National Statistics, Government expenditure on science, engineering and technology, UK： 2018 （2020
年6月15日公開）

6 REFに加えて、高等教育機関の教育の実績を明確にするために、2015年よりティーチング・エクセレンス・フレームワーク
（Teaching Excellence Framework： TEF）が導入されている。これは、各機関における「教育の質」、「学習環境」、「学
習の成果」について分析するための評価制度である。2016年が試行1年目、2017年が試行2年目となり、それぞれ結果が発
表された。2019年までは試行期間とされ、毎年の試行に改善を加えて調整していくことになっている。評価結果では高等教育
機関に対し金・銀・銅のランク付けを行い、この評価結果は大学に進学する学生が利用できる。また、TEFの評価結果が良かっ
た（≒「金」にランク付けされた）機関は授業料を値上げできる仕組みになっている。
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UKRIでは2018年に、分野横断的・学際的プログラムを支援するためのファンディング・プログラムとし
て戦略優先基金（Strategic Priorities Fund： SPF）を新設した。同プログラムは、ハイレベルな研究開発
優先領域への戦略的投資を強化し、分野横断・学際型の取り組みを推進することを意図している。2020年
度の予算は1憶3,800万ポンドである。

第1次公募では、「環境」「バイオサイエンス」「人工知能 （AI）」「大規模投資プロジェクト （Large Capital 
Projects）」「生産性」という5つのテーマの下、「英国の気候レジリエンス」「デジタル環境の構築」といった
13のプログラムが立ち上げられた。本プログラムでは、UKRIは傘下の研究会議だけでなく、政府科学局、
気象庁、国立原子力研究所、国立物理学研究所、英国原子力公社、英国宇宙庁の6機関とも連携している。

以上を踏まえ、UKRIが発足した2018年4月以降の英国の研究資金の流れを示したのが図表IV-6である。

出典：各種資料をもとにCRDSで作成

【図表IV-6】　　　研究資金の流れ（2018年4月以降）
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